
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第１６４回）議事録 

 

１ 日時 令和４年６月 21日（火）１４：３０～１６：０２ 

 

２ 場所 Ｗｅｂ会議による開催 

 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

尾家 祐二（分科会長）、安藤 真（分科会長代理）、石井 夏生利、 

伊丹 誠、江﨑 浩、江村 克己、上條 由紀子、國領 二郎、 

高橋 利枝、平野 愛弓、増田 悦子、森川 博之 

（以上１２名） 

 

（２）専門委員（敬称略） 

   相田 仁（以上１名） 

（３）総務省 

＜国際戦略局＞ 

山内 智生（官房審議官）、新田 隆夫（技術政策課長）、 

重野 誉敬（通信規格課国際情報分析官） 

＜情報流通行政局＞ 

 近藤 玲子（放送技術課長） 

＜総合通信基盤局＞ 

・電波部 

野崎 雅稔（電波部長）、荻原 直彦（電波政策課長）、 

翁長 久（移動通信課長） 

（４）事務局 

  成田 隆（情報流通行政局総務課総合通信管理室長） 

 

４ 議 題 

（１) 議決案件 



 

・「Beyond 5G に向けた情報通信技術戦略の在り方」について 

【令和３年９月30日付け諮問第27号】 

 

(２) 報告案件 

① 「放送システムに関する技術的条件」の検討状況について（第三次検討状

況報告） 

【令和元年６月18日付け諮問第2044号】 

②「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「デジタルコ

ードレス電話の無線局の高度化に係る技術的条件」のうち「時分割多元接

続方式広帯域デジタルコードレス電話の高度化等」の検討開始について 

【平成14年９月30日付け諮問第 2009号】 

③国際電気通信連合(ITU) 世界電気通信標準化総会(WTSA-20) の結果概要報

告 
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開  会 

 

○尾家分科会長  皆さん、こんにちは。ただいまから情報通信審議会第１６４回情報通

信技術分科会を開催いたします。本日もウェブ会議にて会議を開催いたしております。

現在、１５名中１１名の方が出席されておりますので、定足数を満たしております。ウ

ェブ会議となりますので、皆様、御発言の際には、マイク及びカメラをオンにしていた

だき、また名のっていただきましてから御発言をお願いいたします。また、本日の会議

の傍聴につきましては、ウェブ会議システムによる音声のみでの傍聴とさせていただい

ております。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。本日の議題は議

決案件１件、そして報告案件３件でございます。 

 

議  題 

 

議決案件 

①「Beyond５Ｇに向けた情報通信技術戦略の在り方」について 

【令和３年９月３０日付け諮問第２７号】 

 

○尾家分科会長  初めに、諮問第２７号「Beyond５Ｇに向けた情報通信技術戦略の在り

方」について、技術戦略委員会主査の相田専門委員から御説明をお願いいたしたいと思

います。よろしくお願いします。 

○相田主査  それでは、諮問第２７号「Beyond５Ｇに向けた情報通信技術戦略の在り方」

について、技術戦略委員会での検討結果を取りまとめた報告書を説明させていただきま

す。御説明は資料１６４－１－２の概要資料に沿って説明させていただきます。 

 １ページ目をおめくりください。１ページ目がこれまでの検討の経緯です。Beyond５

Ｇは２０３０年代の社会や産業の基盤となる情報通信インフラになっていくものです。

国際的な開発競争がますます激化する中、我が国として研究開発や知財、国際標準化の

戦略を具体化し、産学官が一体となって戦略的に推進することで、国際競争力の強化や

経済安全保障の確保につなげていく必要がございます。 
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 そのため、技術戦略委員会を合計１１回にわたって開催し、Beyond５Ｇ推進コンソー

シアムなど、産学官の活動や、主要な企業、大学、国研など関係者の取組や知見を共有、

反映しながら、論点の整理や深掘りを行い、研究開発戦略や知財、標準化戦略などの具

体化を進めてまいりました。 

 続きまして、２ページ目は本検討に当たっての主な課題認識です。１点目は、熾烈な

国際競争です。５Ｇ基地局の国際市場で日本ベンダーが諸外国の後塵を拝している中、

Beyond５Ｇについても各国が主導権を狙って、研究開発投資の拡大や、研究開発の具体

化に積極的に取り組んでおり、我が国としてこのまま手を打たなければ、Beyond５Ｇで

存在感を失う危機感があります。 

 ２点目は、情報通信の消費電力の問題です。コロナ禍での通信トラヒックの増大等に

伴い、情報通信ネットワークの消費電力の激増が大きな課題となっており、このまま技

術革新がなければ、持続可能な社会のＤＸ化やカーボンニュートラルの達成が困難とな

ります。 

 ３点目は、政府の国家戦略との関係です。Beyond５Ｇはデジタル田園都市国家構想や

社会全体のデジタル化など、政府全体で取り組む国家戦略の中で重要な施策として位置

づけられています。これらの国家戦略に基づき、Beyond５Ｇの研究開発と社会実装を推

進することによって、Beyond５Ｇの恩恵を広く国民に届けていく必要があります。 

 続きまして、３ページ目はBeyond５Ｇが実現する社会像を示しております。このよう

な社会像は２年前のBeyond５Ｇ推進戦略においてまとめられたものですが、これを基に

政府の国家戦略や、我が国の社会課題に照らして、整理、具体化いたしました。具体的

には、１つ目として、誰もが活躍できる社会「包摂性・Inclusive」については、デジタ

ル田園都市国家構想の実現への貢献、２つ目、持続的に成長する社会「持続可能性・Su

stainable」につきましては、グリーン・環境エネルギー問題への対応や国際競争力強化

による経済成長の実現。３つ目、安心して活動できる社会「高信頼性・Dependable」に

つきましては、経済安全保障への対応といった点が挙げられます。 

 続きまして、４ページ目はBeyond５Ｇのユースケースです。Beyond５Ｇは今後あらゆ

る産業や社会の基盤として、ここにお示ししているような金融、医療、防災、宇宙とい

った様々な産業や、利用者における広範囲なユースケースが想定されます。Beyond５Ｇ

があらゆる産業や社会の基盤として、これらの様々なユースケースで用いられるために

は、図の真ん中にお示ししているような５Ｇの特徴である高速大容量、低遅延、多数接
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続をさらに高度化させるとともに、宇宙や高高度の飛翔体、ＨＡＰＳを活用して、いつ

でもどこでも使えるようにすることや、利用者に安定した品質でセキュアにサービスを

提供できることも重要な課題となります。 

 続きまして、５ページ目が目指すべきBeyond５Ｇネットワークの姿です。Beyond５Ｇ

というネーミングからすると、５Ｇの延長と思われがちなんですけれども、Beyond５Ｇ

の概念は現在の５Ｇ、移動通信システムの単なる延長ということではなく、有線、無線、

光、電波、陸、海、空、宇宙といったような非常に広い範囲のネットワークを包含し、

さらにはデータセンター、ＩＣＴデバイス、端末も含めたようなBeyond５Ｇのネットワ

ークの全体といたしましては、サービス、ネットワークプラットフォーム、ネットワー

クインフラ、デバイス・装置・端末で構成されるネットワーアーキテクチャの方向性を

全体として整理いたしました。高速大容量のオール光ネットワークをベースに固定網、

移動網とともに、非地上系インフラのＨＡＰＳや宇宙ネットワークを密に結合させ、革

新的な大容量・低遅延・高信頼・低消費電力の通信インフラを実現いたします。また、

マルチネットワークオーケストレーターによって、これらのネットワークリソースをダ

イナミックかつセキュアに最適制御する統合的なネットワークを実現することを目指

しております。これにより、陸、海、空を含め国土１００％をカバーするデジタル田園

都市国家インフラを実現、それから通信ネットワーク全体の電力使用効率を２倍にし、

カーボンニュートラルを実現、それから標準必須特許１０％、国際市場３０％を確保し、

世界市場をリードといった目標の実現を目指しております。これにより、グローバルな

通信インフラ市場で日本がゲームチェンジャーとなり、先端技術開発等で主導的な地位

を確保するとともに、世界市場で勝ち残れる戦略というものを目指しております。 

 続きまして、６ページ目はBeyond５Ｇネットワーク全体像や日本の強み等の分析も踏

まえ、産学官全体で取り組むべきBeyond５Ｇ研究開発１０課題を示しております。これ

ら１０課題はいずれも重要ではございますけれども、国の研究開発投資により、全ての

課題に等しく注力するには、財源や人的資源が限られていることから、委員会では重点

化の方針について検討いたしました。 

 次の７ページ目に、今後、特に重点的に国費を投入して注力すべき研究開発課題とし

て、オール光ネットワーク関連技術、非地上系ネットワーク関連技術、セキュアな仮想

化・統合ネットワーク関連技術の３つを重点プログラムといたしております。重点化の

検討に当たっては、日本の強み、技術的難易度、自律性確保、国家戦略上の位置づけ、
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先行投資を含めた加速化の必要性という５つの観点に注目しております。 

 続きまして、８ページ目ではBeyond５Ｇに向けた研究開発・社会実装の加速化戦略を

挙げてございます。先ほど説明した考え方により、国が注力すべき３つの「重点研究開

発プログラム」を特定し、集中投資による研究開発の加速化、予算の多年度化を可能と

する枠組みの創設などを研究開発戦略として整理しております。その右側、社会実装戦

略におきましては、重点研究開発プログラムの成果を２０２５年以降順次、国内ネット

ワークへ実装し、市場投入すること。大阪・関西万博でその成果を産学官一体でグロー

バル発信していくことを目指すこととしております。これらの取組と一体的に、左下の

知・財標準化戦略として、重点プログラムの研究開発がガラパゴス化することのないよ

う国際標準化を推進するとともに、我が国競争力の源泉となるコア技術を特定し、権利

を確保するオープン＆クローズ戦略に取り組むこととしております。 

さらに、右下の海外展開戦略として、早期に国内社会実装した技術の有用性を世界に

いち早く発信することで、グローバルなデファクト化を推進しつつ、主要なグローバル

ベンダとともに戦略的に提携することによって、世界の通信キャリアへの導入を促進す

ることとしております。これら４戦略を一体で進めることで、Beyond５Ｇに向けた社会

開発、社会実装を強力に加速化するとしております。 

 最後、９ページ目にBeyond５Ｇの研究開発ロードマップを挙げてございます。産学官

で取り組むべき研究課題１０課題について、研究開発、技術の確立、社会実装のマイル

ストーンを示すとともに、先ほどの４戦略を着実に推進していく観点から、重点研究開

発プログラムの研究開発についてハイライトしております。赤枠で囲みが入った重点研

究開発プログラムにつきましては、２０２３年から２０２７年の５年間、集中的に研究

開発に取り組むこととして、大阪・関西万博を起点としながら、一部技術または組合せ

による技術検証を進め、２０２５年以降、順次、実用化や社会実装を目指していく方向

といたしております。 

 私からの説明は以上でございます。 

○尾家分科会長  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明につきまして、御意見、御質問がございましたらチャット

機能にてお申出をお願いいたします。いかがでしょうか。 

 それでは、石井委員、お願いいたします。 

○石井委員  石井です。ありがとうございます。 
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 １つだけ。Beyond５Ｇの研究開発課題を考えるときに、メタバースに係る研究が様々

なところで進められているといった点に関しまして、例えば、デジタルツインコンピュ

ーティングやその他様々な箇所に散りばめられているというイメージでしょうか。メタ

バース絡みの研究の位置づけがどのように捉えられているのかについて、教えていただ

ければと思いました。 

 お願いします。 

○相田主査  今、おっしゃっていただいたように、メタバースそのものを研究するとい

うことは少しこの中からは確かに外れているかなと思いますけれども、応用というんで

しょうか、運ぶべき情報として、それは非常に大きな側面になるかなと思います。 

 事務局のほうから何か補足いただけることはございますか。 

○新田技術政策課長  事務局でございます。 

 先ほど相田主査から御説明いただいたとおり、メタバースそのものを研究開発課題と

位置づけているわけではございませんが、関係する課題があるとすれば、スライド６ペ

ージの課題１０、サービス・アプリケーションというところで、利用者がこのBeyond５

Ｇの恩恵をどう理解できるかというところです。 

ネットワークの性能を高めるという研究ももちろん重要ですが、それによってどうい

う恩恵を受けられるのかしっかり発信するということも非常に重要ということで、この

課題１０というところ、メタバースの関係でいえば、例えばＶＲ技術のさらなる高度化

などはあり得るかと思います。ただ、先ほど相田主査から御説明いただいたとおり、特

に国として投資すべき研究開発課題という意味では、例えば、ネットワークの超低消費

電力化のための光ネットワークの関係ですとか、セキュアにサービスを実現するための

仮想化、統合ネット関連技術、どこでも使えるようにするための非地上系のネットワー

クとなります。、これらの重点化の中にはダイレクトには入っておりませんが、サービ

ス・アプリケーション関連技術も非常に重要な研究開発課題として、しっかり着実に実

施すべきというのが、この報告書の結論となっているところでございます。 

○石井委員  ありがとうございます。 

 今の御説明については承知いたしました。通信ネットワークの観点からの論点整理に

なっていると理解いたしました。もう１点、知的財産については既に言及があるところ

ですが、通信ネットワークやその辺りの論点を検討する際には必ずプライバシーや個人

情報という話が出てくると思います。それについてはどのような位置づけになるかとい
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う点ついても、併せてお聞きできればと思います。 

○相田主査  これもプライバシーそのものが研究課題ということでは必ずしもないかも

しれませんけれども、課題１のオール光ネットワーク技術ですとか、課題７の量子ネッ

トワーク技術、この辺はやはり盗聴されにくい、プライバシーを守ることができる情報

通信網の実現というところで、かなり大きく関わっているかなと思います。 

 これについても何か事務局から補足いただけることはございますか。 

○新田技術政策課長  事務局から補足いたします。 

 いわゆる技術的な開発課題という意味では、先ほど相田先生がおっしゃられたような、

量子暗号技術を用いて個人情報保護を強力に実現するための技術というところがある

かと思います。 

 それから、石井先生の御指摘の点がもしプライバシー保護のような課題を技術的に解

決するための研究開発に取り組むべきとの趣旨とすれば、これは実は最終回の技術戦略

委員会でも議論となりましたが、例えばＥＬＳＩのような課題というのも、今後Beyond

５Ｇを実装していく上でも非常に重要になってくるのではないかと御指摘もいただい

ております。これは研究開発課題ではありませんが、本体資料の４４ページに事業化や

社会実装の加速というパートにおいて、新しい技術、ビジネス、サービス、ソリューシ

ョンを創出できるような環境をつくっていくべき、あるいはスタートアップビジネスを

育成できるような環境がとても重要との提言がなされております。研究開発を行う過程

において、いわゆるビジネス、サービスを実証し見せていくことが重要との提言と理解

しております。 

これは最初の御説明にも関係ありますが、ユーザーにとってはBeyond５Ｇの実現、実

装で社会がどう変わっていくのかというメリットをしっかり見せていくことも、この研

究開発を加速していく上で、社会実装戦略として非常に重要でございますし、またそれ

と同時にこういったビジネス、サービスの実証の場というのは、ある意味、プライバシ

ー保護のようなＥＬＳＩの課題を検討していくための仕掛けが必要であるとか、そうい

った議論ができる絶好の場にすることも非常に重要と考えています。技術戦略委員会で

は、ダイレクトに取り組むべき研究開発課題というわけではないものの、社会実証のよ

うな取組も重要ではないかとの議論がなされた上で、報告書にそれに対応するセクショ

ンが設けられているところでございます。 

 補足説明は以上です。 
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○石井委員  ありがとうございます。 

 プライバシー保護技術はいろいろなところで専門の先生方が研究を進められている

ところですし、ＥＬＳＩは倫理面や社会規範の話が中心になりますけれども、注目を集

めている取組でもありますので、引き続き、御検討いただければと思います。ありがと

うございます。 

○尾家分科会長  御質問、ありがとうございました。 

 そのほか、何かございませんか。 

 安藤委員、お願いします。 

○安藤分科会長代理  安藤です。よろしいですか。 

 どうもありがとうございました。９ページ目のロードマップは何より大事なものだと

思って、何回も見なくてはいけないものだと思います。これを見て、少し難しいなと思

ったのは、Beyond５Ｇとか６Ｇとかいうと、いつも２０３０年ぐらいの時代を描いて、

バックキャスティングで研究開発についてもそういう行為が今、求められる、求めなく

ちゃいけない時代なんですね。そのときにあまりに現実的なものはレベルが低いという

ふうにどうしても判断してしまうので、多分研究する人は一足飛びに相当先の、すぐに

はできないことをやらざるを得ないような状況に、若干追い込まれています。その中で、

２０２３年から２０２７年、この赤枠で区切られた辺りというのはちょうどその両方を、

つまり、現実を見据えながら、できることからという面も踏まえながら、ただし、ずっ

と使われるであろうということを見通してやらなくてはいけないと思います。今いろい

ろ研究開発のプログラム等で動いていますけれども、その評価のときにここのところの

選別をどのように考えるかというのが、一番実は難しいところです。この表に書いてあ

るこの裏に、実はこう考えるべきだというところが非常に私も読みたいなと思っている

ことです。 

 それで、この表だけで質問させていただきますと、普通のユーザーが感じるBeyond５

Ｇの恩恵あるいは５Ｇの恩恵かもしれないけれども、それに近いものはこの表でいうと、

どちらかというと下のほうにあるような気がします。例えばサービス・アプリケーショ

ンであるとか、それから端末とか、身近に感じることは重点施策として一番上に記載が

ある、実はネットワークの中心部でこういうことが行われているということよりも、む

しろ下のほうに書いてあると思います。それで、重点施策としての財源配置は上のほう

に偏っているんですけれども、社会の応援を得るためには、下のほうに記載がある多言
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語翻訳、先ほどお話が出てきたＶＲとかＡＩとか言語とかそういうふうな領域へも、金

額としては少し桁が違うかもしれないけれども、十分に配慮して配っていただけるとあ

りがたいなと思いました。 

 ですから、まとめますと、ユーザーに非常に近い視点はむしろ下のほうにあるという

ことと、この２０２３年ぐらいからバックキャスティングをするということと、２０２

５年くらいからでも前倒しで少しずつ見せていこうということの重複と、技術的な隔た

りとをどうやって埋めていくかということを、ぜひ総務省でも考えをまた深めていただ

けたらと思いました。 

 以上です。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。いかがでしょうか。 

○相田主査  私からお答えする内容はあまりないかもしれませんけれども、技術戦略委

員会の中でも、５ＧからBeyond５Ｇまでに至るというのは、連続的に変わっていくのか、

ステップ的に変わっていくのかとかいうようなことについては、いろいろ議論がござい

ました。既に現状の５Ｇでも実現できるようなアプリケーションはいっぱいあるかと思

います。ただ、やはり現状の５Ｇでもまだその能力をちゃんと使い切るようなアプリケ

ーションが普及していないというのが、少なくとも私の個人的な考え方ですので、そう

いうようなものを開発していく流れの中で、Beyond５Ｇだと、さらにもう一歩、上のも

のができるということで、そのネットワークのコア部分の研究開発に並行して開発して

いくという、先ほどの研究開発課題の中ではこれも課題１０のサービス・アプリケーシ

ョン技術の中にということになってしまうのかもしれませんけれども、今、安藤先生に

おっしゃっていただいたことは非常に重要なことではないかなと私も思います。 

○新田技術政策課長  それでは、事務局からも補足させていただきます。 

 この技術戦略委員会では、Beyond５Ｇの研究開発を推進して、これからBeyond５Ｇの

マーケットで、世界に勝っていくためのゲームチェンジをどうつくっていくのかという

ことがとても大きな課題で議論されてきたという経緯がございます。そういう意味では、

まずはベースとなるネットワークのコア部分、例えば光電融合技術をしっかり活用して、

超低消費電力を獲得することや、非常に強力なホワイトボックスをつくってハードとソ

フトを強力に分離してオープンなネットワークをつくっていくなど、通信ネットワーク

のゲームチェンジをつくるためにはどうするのかという議論でして、そこは確かにユー

ザーからは見えにくいところではありますが、それでも現在の５Ｇや現行の通信ネット
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ワークに可能なところからそのような最新の技術、光電融合技術あるいはネットワーク

オーケストレーションの技術を、コアな部分から導入していくということで、社会実装

を進めて、徐々にその恩恵を見せていくということは重要だろうということでございま

す。ただ、それだけでは恩恵が見えにくいというところはありますので、並行して、端

末やアプリケーション技術に取り組む必要があるかということかと思います。ここでは

骨太にリソースを集中する課題としては、この赤枠に囲った研究開発課題ではあるもの

の、安藤先生からのコメントにありましたような、ユーザーにとって、Beyond５Ｇの恩

恵が見えやすいところにも、額としてはそれほど大きくなくともしっかり取り組んでい

く必要があるというという趣旨をロードマップに表していると御理解いただければと

思います。 

 事務局からの補足は以上です。 

○安藤分科会長代理  ありがとうございました。 

○尾家分科会長  大変難しいかじ取りだと思います。 

 江﨑委員、お願いいたします。 

○江﨑委員  どうもありがとうございます。江﨑です。 

 重点項目というのがこの３つだということに関しては、非常にリーズナブルだと思い

ますけれども、御説明の中では、いわゆる今までの通信ネットワーク以外のところをと

いうことだったのを鑑みると、規制やグローバルコーディネーションといったところが、

グローバルマーケットをにらんでの戦略だと思いますので、そうすると、例えば２番目

のいわゆるNon Terrestrial Networksみたいなものですと、これはグローバルな旧来か

らの電波通信ではないところを含んだコーディネーションが必要になってくるという

ことだと思いますし、ルール変更をどこにつけければいけないかというところはこの中

ではあまり重点としては認識されなかったのでしょうかというのが質問になります。 

○相田主査  当然、今御指摘がありましたように、こういうものを本当に実用化するに

当たっては、それぞれ国ごとの法制度もありますし、もちろんＩＴＵ－Ｒ等々でのコー

ディネーションも必要になってくるということは重々承知しつつ、まずは技術的な点か

らという書き方に確かになっているかもしれません。当然、これを実用化し、さらには

他国に売り込むというときには、そういったところでの働きかけというのは極めて重要

になるだろうなと思います。 

 何か事務局から補足いただけますか。 
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○新田技術政策課長  グローバルなルールという観点で、相田主査に先ほど御説明して

いただいたとおりのＩＴＵにおけるコーディネーションや周波数の調整などが非常に

重要になってくるかと思います。 

 また、ＮＴＮに限らず、この委員会の報告書でもグローバル戦略を非常に重視してご

ざいまして、知財標準化戦略とか海外展開戦略という意味で、ビジネス上のグローバル

戦略というところも非常に重要としており、具体的には、ビジネス戦略を想定した上で

の標準化戦略をどうつくっていくのか、あるいは標準化を議論していく上で、全部オー

プンにするのではなく、コア技術を特定して、そこをしっかり守るといったオープン＆

クローズ戦略もグローバル戦略の中では非常に重要であろうとの委員会での議論もご

ざいました。すなわち、この中間答申を頂いた後、ルールメーキングにおける国際的な

調整とともに、グローバルなビジネス戦略というところとの両面でさらに検討を進めて

いく必要があると理解してございます。 

 事務局からの補足は以上でございます。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。江﨑委員、よろしいですか。どうぞ。 

○江﨑委員  基本的には今の回答だと思うのですけれども、やはりＩＴＵ－Ｒというと

ころだけではなくて、これは経済ルールとかエコノミーのルール、政治的なルールみた

いなものが物すごく関係するフェーズになってきていますし、その重要性が増えてきて

いるというのは、戦略の中にかなり強く意識をしたほうがいいのではないかなと、個人

的な意見ですけれども思います。 

 そういう意味でいうと、デジタル田園都市国家構想の対になるのがデジタル臨調にな

っているわけで、デジタル臨調のほうはルールをどう変えるかというところをかなりド

ラスティックにいじっていくと。これというのは、グローバルでいけば、例えばこれは

World Economic Forumが経済と政治をやっているというところで、こういうところにど

ういうふうに我々、重点技術が影響するのかというところもぜひ考えてやっていくべき

ではないかなと思います。 

○相田主査  ありがとうございます。拝聴いたしました。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。そのほか何か御質問ございませんか。 

 専門委員から御説明がありましたように、Beyond５Ｇは非常に幅広いネットワークを

包含するようになっておりますし、６ページの１０課題で、さらにその中から重点化し

たのが３つあったと思いますが、最初の２ページの課題が３つ、国際競争力、情報通信
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の消費電力に関すること、国家戦略との関連の３つの柱から、重点化の３つの項目を選

ばれたのかなと思います。今、江﨑委員も御指摘のとおり、５ページにゲームチェンジ

ャーとなるんだと書かれていますので、それを具現化するにはどうすればいいのかとい

う御質問もあったのかなと思います。 

 皆さん、よろしいでしょうか。全体的には非常に長時間にわたって検討いただいた内

容ではないかなと思います。 

 それでは、ほかに意見等がないようでしたら、定足数も満たしておりますので、ただ

いまの説明を了承し、資料１６４－１－１の報告書を次回の情報通信審議会総会におい

て、当分科会から中間答申（案）として提案することとしたいと思いますが、いかがで

しょうか。御異議がある場合には、チャット機能でお申出をいただければと思います。 

（異議の申出なし） 

○尾家分科会長  ありがとうございます。それでは、特に御異議ないということのよう

ですので、そのように進めさせていただきたいと思います。どうもありがとうございま

した。 

○相田主査  ありがとうございました。 

○尾家分科会長  相田主査、どうもありがとうございます。 

 

報告案件 

①「放送システムに関する技術的条件」の検討状況について（第三次検討状況報

告） 

【令和元年６月１８日付け諮問第２０４４号】 

 

○尾家分科会長  それでは、続きまして、報告案件に移ります。まず、諮問第２０４４

号「放送システムに関する技術的条件」の検討状況について（第三次検討状況報告）に

ついて、放送システム委員会主査の伊丹委員から御説明をお願いいたします。よろしく

お願いします。 

○伊丹主査  よろしくお願いいたします。放送システム委員会の主査を務めております

伊丹でございます。 

 令和元年７月から検討を行っております「放送システムに関する技術的条件」の検討

状況につきまして、御報告をさせていただきます。 
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 令和３年５月に第二次の検討状況報告をさせていただいております。本日は、第三次

の検討状況報告として、主にそれ以降の検討状況につきまして、資料１６４－２を使い

まして、御報告させていただきます。 

 それでは、１ページ目を御覧ください。本日の報告の内容ですが、映像音声符号化方

式の性能調査の結果と、現在検討しております放送方式が既存受信機に与える影響、各

放送方式の要求条件への適合性を中心に御説明させていただきます。 

 ３ページ目を御覧ください。本件について、令和元年７月から放送システム委員会に

て検討を開始いたしました。ＡＲＩＢや総務省の技術試験事務との連携を取りながら検

討を進めており、これまで要求条件の取りまとめや、音声符号化方式の比較評価などを

行ってきました。 

 ４ページ目を御覧ください。一昨年、放送システム委員会において取りまとめた地上

デジタルテレビジョン方式の高度化の要求条件の概要となります。システム、放送品質、

技術方式に求める条件をまとめております。例えば技術方式の一番下、周波数有効利用

及びＵＨＤＴＶを含む多様なサービスを伝送できるように、できるだけ大きな伝送容量

を確保できる変調方式であることが求められています。放送システム委員会では、これ

らの要求条件を踏まえて、検討を進めてきているところでございます。 

 ５ページ目を御覧ください。このような要求条件を念頭に、放送システム委員会では、

これまで３つの放送方式について検討を進めております。１つは、新たなチャンネルを

確保できた場合に、高度化放送を実施する地上放送高度化方式です。こちらについては、

変調方式の改善やガードバンドの削減により利用可能な帯域幅を増加させることで、伝

送容量を約１.７倍に向上させる方式となります。もう１つは、既存の２Ｋ放送と同一チ

ャンネルで高度化放送を実現する高度化放送導入方式です。実現方法の違いにより２方

式あり、１つが同一チャンネルに現行地デジと高度化放送の信号を重ねて送信し、受信

側でそれぞれを取り出す階層分割多重（ＬＤＭ）方式、もう１つがＩＳＤＢ－Ｔの１３

セグメント分割して、現行地デジと高度化方式を送信する３階層セグメント分割方式に

なります。 

 ６ページ目を御覧ください。今回、赤の星の印の項目についての御報告になります。

次のページ以降で具体的に御報告させていただきます。 

 ８ページ目を御覧ください。映像符号化方式としては、一昨年の検討結果として、圧

縮性能が高く周波数利用効率の高いＶＶＣに優位性が認められたことから、昨年はＶＶ
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Ｃについて主観画質評価実験を実施いたしました。その結果、所要ビットレートとして、

２Ｋは７Ｍｂｐｓ、４Ｋは３０Ｍｂｐｓとされました。ただ、４Ｋについては、画質改

善手法を適用することにより、放送品質を満たすビットレートとしては、１５Ｍｂｐｓ

が目安とされました。また、ＶＶＣは高い圧縮性能を有しており、地上放送だけでなく、

衛星放送等でも非常に広く共通的に使用されることが望ましいとの意見もあり、ＡＲＩ

Ｂにおいて、衛星放送への導入も考慮した形で検討を行っていただいております。 

 ９ページ目を御覧ください。最新の音声符号化方式を含む４つの方式（ＭＰＥＧ－４

ＡＡＣ、ＭＰＥＧ－Ｈ３ＤAudio、EnhancedＡＣ－３、ＡＣ－４）について、圧縮性能や

機能を調査するため、主観評価実験を実施いたしました。その結果、所要ビットレート

において、ＭＰＥＧ－Ｈ３ＤAudioとＡＣ－４の２方式が他の方式よりもよい結果とな

りました。ただし、ＭＰＥＧ－Ｈ３ＤAudioとＡＣ－４の間には、所要ビットレートやレ

ンダリング技術に関して有意な差は認められませんでした。 

 １１ページ目を御覧ください。次に、高度化放送導入方式が既存受信機に与える影響

評価を実施いたしました。その結果として、３階層セグメント分割方式では、現行地デ

ジと異なる変調パラメータや誤り訂正方式、例えばＬＤＰＣ符号を使用することによっ

て、一部受信機への影響が確認されました。変調パラメータや誤り訂正などについては、

現行地デジと同じものを採用することが必要との結論が得られました。ＬＤＭ方式は、

現行地デジを送る上側の階層に地デジとは異なる変調方式を使用した場合や、インジェ

クションレベルと呼ばれる上側の階層と下側の階層のレベル差が低い場合に、一部受信

機への影響が確認されました。上側の階層の変調方式を地デジと同じ６４ＱＡＭとする

など、既存方式への影響の少ないパラメータで再検証することといたしました。 

 １２ページ目を御覧ください。地上放送高度化方式に関しまして、現行地デジと所要

Ｃ／Ｎを同じとする設計ができることをフィールド実験で確認いたしました。 

 １３ページ目を御覧ください。こちらも地上放送高度化方式についてになります。一

番下のチャンネルボンディング伝送機能に関しましては、適切に分割・合成ができるこ

とを確認しております。 

 １４ページ目を御覧ください。これまでの調査を踏まえ、地上放送高度化方式、ＬＤ

Ｍ方式、３階層セグメント分割方式のそれぞれについて、移行期、移行後に分けて、要

求条件への適合性を検討いたしました。インターオペラビリティの既存のシステムに妨

害を与えないことについては、地上放送高度化方式の移行期は、現状地デジに影響を与
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えないようにリパックにより新たなチャンネルの確保が必要となります。ＬＤＭ方式及

び３階層セグメント分割方式の移行期については、現行地デジと同じＯＦＤＭフレーム

構構造のため、既存システムへの影響は現行地デジと同程度となる見込みとなっており

ます。 

 １５ページ目を御覧ください。放送区域の現行地デジのチャンネルプランとほぼ同様

なものを策定できることについては、地上放送高度化方式の移行期及び移行後の場合は、

地デジに比べて伝送容量が拡大し地デジと同程度の所要Ｃ／Ｎとなるパラメータを選

択可能です。ＬＤＭ方式と３階層セグメント分割方式の移行期においては、現行地デジ

の階層は地デジと同程度の所要Ｃ／Ｎとなるパラメータを選択可能です。ＬＤＭの移行

後においては、地デジに比べて伝送容量が拡大するような地デジと同程度の所要Ｃ／Ｎ

となるパラメータを選択可能です。一方、３階層セグメント分割方式の移行後において

は、地デジと同程度の所要Ｃ／Ｎとなるパラメータを選択可能ですが、地デジに比べて

伝送容量が同程度となります。 

 １６ページ目を御覧ください。下側にあります伝送路符号化方式の伝送容量について、

地デジと同程度の所要Ｃ／Ｎとなるパラメータを用いた場合、固定受信階層に地上放送

高度化方式では、２７Ｍｂｐｓ、ＬＤＭ方式の移行後では２４Ｍｂｐｓ程度、３階層セ

グメント分割方式の移行後では２０Ｍｂｐｓ程度をそれぞれ割り当てることができま

す。これらの要求条件への適合性を検討いたしました結果、今後、３方式のうち、地上

放送高度化方式とＬＤＭ方式の２方式を優先して検討していくこととしています。 

 最後に、１８ページ目を御覧ください。今後の検討課題につきましては、映像や音声

符号化はこれまでの性能評価結果を踏まえ、技術的条件を検討します。伝送路符号化に

ついては、要求条件への適合性から地上放送高度化方式及びＬＤＭ方式を優先して検討

を進めます。その他、コンテンツ保護や多重化、他のシステムとの共用条件に関する検

討を実施いたします。令和４年度末頃に、総合実証などの結果を踏まえ、各技術方式の

技術的条件などを検討し、令和５年度に委員会報告を取りまとめるスケジュールで検討

を進めてまいりたいと考えております。 

 説明は以上でございます。ありがとうございます。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。 

 ただいまの御説明に関しまして、御意見、御質問などございましたら、チャット機能

でお願いいたします。いかがでしょうか。 
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 安藤委員、お願いします。 

○安藤分科会長代理  安藤です。御説明、ありがとうございました。 

 最後の結論ですけれども、今後の検討方式の中で、ＬＤＭと３階層セグメントで差が

ついたのは、やはり最後の移行した後の伝送容量の差だけでしょうか。 

○伊丹主査  それも１つの要因にはなりますが、もう１つありまして、やはり３階層セ

グメント分割方式の場合は、現行方式のセグメントにＵＨＤＴＶを乗せるという方式で

すので、現行方式と互換性がないわけなんですね。現行方式をそのまま入れるにしても。

そのために、移行期は最新の技術を使えず、従来の変調方式のままで入れるしかないわ

けです、。そのため、移行期にはあまり性能が得られないというようなところがあります。

一方、ＬＤＭ方式は現行の下に置く形ですので、基本的には新しい方式をそのまま高度

化と同じ符号化方式などのものを入れることができるわけです。その点が違いになると

思います。 

○安藤分科会長代理  分かりました。多分、移行後の夢を考えながらも、やっぱり移行

期の運用の違いも考えるということで、難しい選択があったわけですね。よく分かりま

した。ありがとうございました。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。そのほか何かございますか。よろしいでしょ

うか。 

 これまで御検討いただきまして、今後、地上放送高度化方式及びＬＤＭ方式を優先し

て検討していただくという御報告だと思います。 

 では、引き続き、御検討いただきまして、また御報告を楽しみにいたしております。

伊丹委員、どうもありがとうございました。 

○伊丹主査  ありがとうございました。 

 

②「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「デジタルコー

ドレス電話の無線局の高度化に係る技術的条件」のうち「時分割多元接続方式

広帯域デジタルコードレス電話の高度化等」の検討開始について 

【平成１４年９月３０日付け諮問第２００９号】 

 

○尾家分科会長  それでは、続きまして、諮問第２００９号、「小電力の無線システムの

高度化に必要な技術的条件」のうち「デジタルコードレス電話の無線局の高度化に係る
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技術的条件」のうち「時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレス電話の高度化等」

の検討開始につきまして、陸上無線通信委員会の主査の安藤委員から御説明お願いしま

す。よろしくお願いします。 

○安藤主査  安藤です。それでは、資料１６４－３で御説明いたします。 

 平成１４年９月３０日付け諮問２００９号、「小電力の無線システムの高度化に必要

な技術的条件」のうち「デジタルコードレス電話の無線局の高度化に係る技術的条件」

について、検討を開始するものです。 

 資料の２ページ目を御覧ください。検討の背景として、デジタルコードレス電話の無

線局について、利用シーンが示してあります。下に書いてありますように、ＤＥＣＴ方

式、ＴＤ－ＬＴＥ方式、双方とも従来の単なるコードレス電話の用途だけではなく、近

年は監視カメラやセンサー機器からのデータ通信など、利用拡大が進んでいます。この

ニーズの高まりへの対応や、高度化システムの導入が望まれているところです。 

 ３ページ目を御覧ください。これは１.９ＧＨｚ帯周辺の周波数の利用状況をお示し

しているものですけれども、デジタルコードレス電話としては、まず平成５年に１.９Ｇ

Ｈｚ帯の免許を要しない無線局としてＰＨＳ方式が導入されています。平成２２年には、

高品質な音声通信や高速データ通信ニーズなどの高機能化を図るため、欧州で使用され

ているＤＥＣＴ（Digital Enhanced Cordless Telecommunication）方式の無線システ

ムの導入が図られました。さらに、最近ですが、ＩｏＴ社会における多様な利用ニーズ

に対応するため、平成２９年にはＬＴＥ方式を利用した無線システムを導入し、令和２

年にはその周波数の増波が行われたところです。このように、１.９ＧＨｚ帯は現在、公

衆ＰＨＳとデジタルコードレス電話が利用しています。この周波数帯ではこの公衆ＰＨ

Ｓが２０２３年、来年３月末に全てのサービスを終了する予定です。このことを踏まえ

て、１.９ＧＨｚ帯の周波数のさらなる有効利用を図るため、デジタルコードレス電話の

各方式間の周波数共用や既存の無線局との周波数共用等に必要な技術的検討を行うも

のです。 

 検討の概要について御説明します。公衆ＰＨＳのサービス終了に伴って空く予定の周

波数、図の両側、赤枠で囲まれている帯域です。１,８８４.５から１,８９３.５、それ

から１、９０６.１から１,９１５.７のＭＨｚにおいて、ＤＥＣＴ方式については、チャ

ンネル増及びＩＴＵ－Ｒで標準化された高度化ＤＥＣＴ（ＤＥＣＴ－２０２０）への対

応に必要な技術的条件の検討を行います。また、ＴＤ－ＬＴＥ方式についても、増波及
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び広帯域システムの導入に必要な技術的条件の検討を行いたいと考えています。検討に

際しては、現在、公衆ＰＨＳの保護のために、携帯電話システムに設けられている制限

の解除も含めて、既存の無線局との共用検討を進めてまいりたいと考えています。 

 最後に、今後のスケジュールとしては、本年１１月頃に一部答申を希望しています。

また、この検討体制としては、既設の陸上無線通信委員会で検討を実施したいと思って

います。 

 以上で御説明を終わります。よろしくお願いします。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。 

 ただいまの説明に関しまして、何か御質問、御意見ございましたら、チャット機能に

てお申出をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

 今後、２０２３年３月末に公衆ＰＨＳのサービスが終了することに伴いまして、その

辺りの周波数に関する検討を開始するということでございます。よろしいでしょうか。 

 それでは、これから検討を開始されるということですので、また検討の途中など、御

報告を楽しみにいたしております。どうもありがとうございました。 

○安藤主査  ありがとうございました。 

 

③国際電気通信連合（ＩＴＵ）「世界電気通信標準標準化総会（ＷＴＳＡ－２０）

の結果概要報告 

 

○尾家分科会長  それでは、最後に、国際電気通信連合（ＩＴＵ）世界電気通信標準化

総会（ＷＴＳＡ－２０）の結果概要報告につきまして、重野国際情報分析官から御説明

お願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○重野国際情報分析官  重野でございます。資料１６４－４、国際電気通信連合（ＩＴ

Ｕ）世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ－２０）の結果概要報告に基づきまして、御説

明をいたします。 

 ＩＴＵ－Ｔの総会であります世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ）は、４年に１回開

催されるものです。ＷＴＳＡ－２０は、当初は２０２０年１１月にインドのハイデラバ

ードで開催される予定でしたが、新型コロナウイルスの影響によりまして２回延期され

まして、結局、本年２０２２年３月にＩＴＵ本部がありますジュネーブでの物理開催に

至ったものです。 
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 ＷＴＳＡ－２０に向けました準備状況につきましては、本年１月の第１６０回の技術

分科会におきまして、御報告をさせていただきました。そして、本年３月にＷＴＳＡ－

２０が開催されましたので、その結果につきまして、御報告をさせていただきます。 

 まず、２ページ目でございます。上の枠にございますが、日程としましては、本年の

３月１日から９日の日程で、ＩＴＵ本部がありますスイス・ジュネーブで物理開催され

ました。ＷＴＳＡ－２０はパンデミックの後、ＩＴＵにとっては最初の物理開催の会合

となりました。現地での参加者と物理的な参加者とリモートの参加者のあるハイブリッ

ド形式の開催で、合計１４６の国から約１,６８０名の参加、うち９００名がジュネーブ

で物理参加ということで、我が国からは、ＩＴＵ－Ｔ局長候補である尾上候補、通信規

格課、山口課長をはじめ、５８名が参加、うち１９名が物理参加となりました。 

 下にまいりまして、１番の会合構成ですが、会議のプレナリ議長にはＴＳＡＧ議長の

Bruce GRACIE氏（エリクソン、カナダ）が就任し、我が国からは２名がプレナリや委員

会の副議長に就任しました。そして、３ポツ目、ロシア推薦のプレナリ副議長及び第５

委員会副議長の候補につきまして、直前の２月末に発生したウクライナ侵攻に関連しま

して、一部の国々が反対し、認められませんでした。これにつきましては、後ほど詳し

く御説明をさせていただきます。２ポツのＴＳＡＧ／ＳＧ役職者の任命です。ＩＴＵ－

Ｔの研究員委員会、ＳＧ（Study Group）、それから電気通信諮問委員会（ＴＳＡＧ）の

役職者の任命が行われまして、我が国からはＳＧ９の議長としてＫＤＤＩの宮地悟様が、

ＳＧ１３の議長としてＮＩＣＴの谷川和法様が、それぞれ任命されております。その他、

ＳＧ、ＴＳＡＧの副議長として７名が任命されております。 

 続きまして、３ポツ、決議案に関する議論です。今回のＷＴＳＡ－２０では、審議期

間が通常より日程が短くなっており、審議時間が限られる中、決議案についてコンセン

サスが得られない場合には、オリジナルの文章から変更しないということを大原則とい

たしまして、迅速に審議が進められました。結果として、２件の新決議、３６件の決議

改定に合意をいたしました。２件の新決議は「ＩＴＵ－Ｔ ＳＧの組織再編の検討」、「ア

フリカ共通の緊急電話番号」です。この２件というのは、非常に少ない数です。 

 続きまして、３ページ目です。決議案に関する審議の続きとして、ここでは議論の結

果、決議が作成または変更されなかった提案についての御説明です。 

 ２番ですけれども、３項目ございます。これらは、ＩＴＵ－Ｔのみならず、ＩＴＵ全

体に関わることであるとして、本年秋、９月から１０月にかけて開催される２０２２年



 

－19－ 

全権委員会議（ＰＰ－２２）において議論することが推奨され、作成・変更されなかっ

たというものです。「電子的作業方法」、「ＡＩ」、「パンデミック」です。 

 続きまして、３番。こちらは関連する、ＳＧで議論するべきものであるとされ、作成

されなかった新決議の提案です。 

 続きまして、４番です。ロシアのウクライナ侵攻に伴うＳＧ役職者等に関する議論で

す。御存じのとおり、会議は３月１日から開催されまして、その直前の２月２４日にロ

シアのウクライナ侵攻が発生したということで、かなりタイムリーな状況でありました。

初日のプレナリにおきまして、ウクライナをはじめとする合計で３４か国からの連名で、

ロシアのウクライナへの侵攻を非難する声明が読み上げられました。また、ウクライナ

が、ロシアが国際連合（ＵＮ）憲章に違反したということを理由といたしまして、ＷＴ

ＳＡ－２０、それからＴＳＡＧ、ＳＧの役職者にロシア推薦の候補者が任命されること

に反対いたしまして、これに対して我が国を含む多数の国が支持をいたしました。これ

に対して、ロシアは、役職者の選定基準に国籍条項はないということで、反対をしたも

のです。 

会期中に、複数のＨｏＤ（Head of Delegation）代表者の会議、それから個別の国の

間で調整が行われたものの、このロシアの候補者をＳＧの役職者に入れるかどうかにつ

いては、会議の最終日まで合意には至りませんでした。最終日のプレナリにおきまして、

ロシアからの御候補者を未合意のまま含めたＴＳＡＧ／ＳＧの役職者のリストをＩＴ

Ｕ－Ｔ事務局が提出いたしました。ここで、ロシアの候補者を削除することを支持する

多数の国々と、削除に反対するロシアをはじめとする国々とで分かれました。議長から

ロシア推薦の候補者を削除するということで合意をする旨の発言があったそのときに、

ロシアから無記名投票を求める動議を実施しまして、この無記名投票が行われることと

なりました。無記名投票はＩＴＵ－Ｔでは非常に珍しいことであると聞いております。

投票の結果、ロシアの候補者を削除する票が多数であり、ロシアからの候補者を削除し

たＴＳＡＧ／ＳＧの役職者のリストに合意がなされました。 

 最後、５番です。ＷＴＳＡの会期中に行われた関連イベントとして、２つ御紹介をさ

せていただきます。３月２日には、この秋に開催される全権委員会議（ＰＰ－２２）で

のＩＴＵの役職者選挙にＩＴＵ－Ｔ局長候補として立候補しております、我が国の尾上

候補を紹介する日本のレセプションを開催いたしました。また、会期中の３月８日が世

界女性デーでして、これに合わせまして「標準化専門家会合の女性」イベントが開催さ
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れ、ＮＥＣの永沼様がリモートで登壇いたしまして、このときＩＴＵ事務局より、永沼

様のこれまでの貢献に対し表彰状が贈呈されました。 

 最後のページは別紙でございまして、今会期のＴＳＡＧ及びＳＧの構成と議長、副議

長でございます。左側の活動内容の赤字は、今回の活動内容に変更があったStudy Grou

pでございます。また、先ほど申し上げましたとおり、我が国からはＳＧ９と１３の議長、

それから副議長として合計７名の方々が任命されております。 

 私からの御説明は以上です。ありがとうございました。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。 

 ただいまの説明につきまして、何か御意見、御質問などございますか。 

 森川委員お願いします。 

○森川委員  ありがとうございます。 

 せっかくなので、２つほど教えてください。オンライン会議の利活用やガイドライン

作成はこれから議論するということで、これで何か僕らに参考になるようなことの議論

とかがあったら教えていただきたいということが１点目。これからということであれば

それで問題ございません。 

 ２つ目は、Open RANを含むオープンアクセスネットワークが議論すべきとされ、作成

されなかったというものの裏側に何かあるのであれば教えていただきたいということ

になります。よろしくお願いいたします。 

○重野国際情報分析官  御質問ありがとうございます。 

 まず、１点目のオンライン会議についてですけれども、この会議はＩＴＵ－Ｔの会議

でありますけれども、ＩＴＵ全体に関わるものであるということで、今年の秋にＩＴＵ

全体の全権委員会議（ＰＰ－２２）が開催されますので、そこで議論をしてくださいと

いう結論に至ったものでございます。 

 それから、２番目のオープンアクセスについてですけれども、これはアラブから提案

があったもので、Open RANについて標準化活動を加速するようなことをＷＴＳＡとして

決議するということの提案でしたが、各国の意見としましては、既存の決議９２「ＩＭ

Ｔの非無線分野に関するＩＴＵ－Ｔ標準化活動の強化」というものでカバーしていると

いうことから、ＷＴＳＡとして新しく決議をつくる必要はないということで、新しい決

議にはならなかったということになります。加えまして、標準化ギャップを解消するべ

きという観点もこの提案の中にございまして、それにつきましては、ＩＴＵ－Ｄの総会
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である、先週まで開催されていたＷＴＤＣに提案を行うことを奨励したという結論でご

ざいます。 

 私からの回答は以上です。 

○森川委員  ありがとうございます。的確に教えていただきまして、ありがとうござい

ました。 

○尾家分科会長  どうも御質問、ありがとうございました。 

 その他ございますか。 

 ＩＴＵ－Ｒでも、国際情勢の影響が色濃く出ていたということで御報告いただきまし

た。また、我が国からも多くの方が重要なポジションで再任、または新任されていらっ

しゃるということと、表彰も受けられたということで、大変喜ばしいことだと思います。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、重野分析官、どうもありがとうございました。 

○重野国際情報分析官  ありがとうございました。 

 

閉  会 

 

○尾家分科会長  それでは、以上で本日の議題は終了いたしました。 

 委員の皆様から全体を通じまして、何かございませんか。今回もウェブ会議になって

おります。よろしいでしょうか。 

 それでは、事務局から何かございますか。 

○成田総合通信管理室長  ございません。 

○尾家分科会長  それでは、本日の会議を終了いたします。次回の日程につきましては、

事務局から御連絡を差し上げますので、皆様、よろしくお願いいたします。 

 以上で閉会といたします。皆様、どうもありがとうございました。 

 


